
平成２９年１１月２１日

森林を取り巻く状況と森林環境税（仮称）の必要性

● 森林は、地球温暖化防止や災害防止等多面的な機能を有し、国民一人一人に恩恵。

● しかし、木材価格の低迷、所有者不明の森林の増加等により、森林所有者による自発的な施業を促すことを中心と

する既存の施策では、適正な森林管理に限界。

● 政府は、森林現場や所有者に近い市町村の役割を強化する新たな森林管理システムの構築に向けて検討中。

● 新たな森林管理システムを契機として、森林の有する公益的機能が十分に発揮されるよう、市町村が実施する森林

整備等に必要な財源に充てるため、国民一人一人が負担を分かち合って、国民皆で森林を支える仕組みとして、森林

環境税（仮称）を創設することが必要。

税制抜本改革法、経済財政運営と改革の基本方針、与党税制改正大綱等を踏まえ、森林環境税（仮称）の創設に

向けて、具体的な仕組み等について総合的な検討を行った結果、その概要は以下のとおり。

具体的な制度設計に関する提案

○ 国税として、森林環境税（仮称）を創設。

○ 個人住民税均等割の枠組みを活用し、市町村が賦課徴収。

○ 地方の固有財源として、その全額を国の譲与税特別会計に直入し、森林整備等を行う地方団体に対して、森林環境

譲与税（仮称）として譲与。

基本的な枠組み

森林吸収源対策税制に関する検討会 報告書 （概要）



項 目 制度設計の方向性

森
林
環
境
税

（仮
称
）

課 税 主 体 国

納 税 義 務 者 等 個人住民税均等割の納税義務者を基本とし、定額の負担を求める。

賦 課 徴 収 市町村が、個人の市町村民税の例により、個人の市町村民税と併せて行う。

特別会計への払込み 市町村が都道府県に払い込んだ上で、都道府県が国の譲与税特別会計に払い込む。

森
林
環
境
譲
与
税

（仮
称
）

譲 与 総 額 森林環境税（仮称）の収入額の全額に相当する額

使 途
市町村が行う森林整備に関する施策及びそれを担う人材の育成・確保に関する費用等

※木材利用の拡大や森林環境教育、普及啓発といった都市部にも存在する需要を対象にすべきとの意見もあり。

譲 与 基 準
使途の対象となる費用と相関の高い客観的な指標を用いて設定。使途の範囲に応じて、私有林人工林面積
や林業就業者数等が考えられる。必要に応じて補正。

譲 与 団 体
森林が所在する市町村が基本。ただし、都道府県による市町村への支援等が不可欠であることから、都道
府県に対して、譲与税を含めた財政措置の検討が必要。 ※全額を市町村に譲与すべきとの意見もあり。

使 途 の 公 表 譲与を受ける地方団体に対して、インターネットの利用等の方法により使途を公表することを義務づけ。

具体的な制度設計

● 新税創設のためには、国民（納税者）の理解が得られることが不可欠。東日本大震災を教訓として各地方団体が実施する

防災施策に係る財源確保のための税制上の措置や府県等の超過課税も勘案した上で、国民の負担感に配慮する必要。

● 府県の超過課税との関係については、国として、各府県の超過課税の見直し時期等を踏まえつつ、両者の関係の整理が

円滑に進むよう、必要な対応を行うよう努めるべき。

● 得られた税収によって確実に必要な森林整備等が行われるように、市町村における事業実施体制の確保も必須。

● 使途の範囲及び都道府県への譲与については、関係者の意見にも留意しつつ、一層の整理が必要。

● 森林環境税（仮称）を国税として設計する以上、非課税限度額の設定や減免のあり方について、全国で統一的な取扱いを

することが基本。これに基づきつつも、市町村の課税実務が円滑に進むよう、慎重な制度設計が必要。

新税の創設に当たっての課題等



(※) 東日本大震災を教訓として各地方団体が実施する防災
施策に係る財源を確保するため、平成26年度から平成
35年度分までの間、標準税率が引き上げられている。

注： 一部の団体においては超過課税が実施されている。

（参考） 森林環境税（仮称）の制度設計に関する提案のイメージ

国

交 付 税 及 び 譲 与 税 配 付 金 特 別 会 計

納 税 義 務 者

約6,200万人

賦
課
決
定

森 林 所 在 市 町 村 等

森 林 環 境 譲 与 税 （仮称）

森林の整備等
● 境界画定
● 間伐
● 路網の整備
● 人材育成 等

公益的機能の発揮

○ 地球温暖化防止機能
○ 災害防止・国土保全機能
○ 水源涵養機能 等

市町村民税 3,000円/年

道府県民税 1,000円/年

森 林 環 境 税 （仮称）

個
人
住
民
税

均
等
割

国
税

+500円/年（※）

+500円/年（※）

(賦課徴収は市町村が行う)

森林整備等のために必要な費用を、国民一人一人が広く等しく負担を分任して森林を支える仕組み

市 町 村
私有林人工林面積、林業就業者数等、
客観的基準により譲与

使途の公表を義務付け

定額


